
上記事項につきましては、法令及び当社定款第17条の規定に基づき、書面交付請求をいただい
た株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載を省略しております。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子提供
措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。
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● 事業報告
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● 連結計算書類
「連結株主資本等変動計算書」
「連結注記表」
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「株主資本等変動計算書」
「個別注記表」

第14期
（2024年１月１日から2024年12月31日まで）
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　当社は、業務の適正を確保するための体制として、2020年12月14日開催の取締役会におい
て「内部統制システムに関する基本方針」を定める決議を行い、当該基本方針に基づき、内部統
制システムの運用を行っております（最終改定日2023年２月22日）。基本方針の概要は以下の
とおりであります。
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ. 当社グループの取締役及び使用人が法令・定款及び社会規範を遵守するため、企業理念、

行動指針、ミッション、ビジョン、コアバリューを定める。代表取締役社長は、これらの
企業理念等を継続的に取締役及び使用人に伝達することにより、法令等及び社会規範遵守
を徹底する。

ロ. 当社グループは、コンプライアンス規程に基づき、取締役及び使用人に周知、徹底するこ
とにより、法令等及び社会規範遵守のための体制を整備していく。また、代表取締役社長
を委員長とし、各部長、監査役その他取締役会で定める者を委員とするコンプライアンス
委員会を設置し、コンプライアンス委員会において、当社におけるコンプライアンスの徹
底と社会的信用の向上を図る。

ハ. 当社グループは、リスク管理規程に基づき、健全な事業活動を推進するため、リスク管理
体制を構築する。

ニ. 当社グループは、経営の合理化・効率化と業務の適正な遂行を図るため、内部監査規程に
基づき、内部監査を実施する。内部監査室長は、各部署における業務遂行、コンプライア
ンスの状況等について、内部監査の結果を代表取締役社長及び監査役に報告する。内部監
査室長は監査報告書の内容について、代表取締役社長と協議し、改善のための対策、措置
等を講じる必要がある場合、被監査部門及び関係各部門の長に対して、代表取締役社長名
にて改善命令を出す。改善命令を受けた被監査部署及び関係部署の長は、遅滞なく必要な
対策、措置等を講じ、その実施状況を記載した改善報告書を内部監査室に提出する。内部
監査室は、内部監査の計画、実施に当たっては、監査役及び会計監査人と連携する。

ホ. 当社グループは、情報セキュリティ、個人情報の保護に関して、情報セキュリティ管理規
程、個人情報保護規程に基づき、機密情報の管理徹底と個人情報の適切な保護を行う。

へ. 当社グループは、法令違反行為等に関する相談・通報とその処理についての必要な事項を
定めた内部通報規程に基づき、法令遵守の徹底及び倫理観の醸成、向上等を図り、法令違
反行為等の防止及び早期発見に努める。

ト. 当社グループは、反社会的勢力等排除規程に基づき、反社会的勢力等に関与し、又は利益
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を供与することを防止する。
② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　当社グループは、取締役会規程、情報セキュリティポリシー、情報セキュリティ管理規程、
個人情報保護規程、文書管理規程等の情報管理に関する社内規程に従い、取締役の職務の執行
に係る情報を適正に保存及び管理するとともに、適切に閲覧できる体制を構築する。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ. 当社グループは、リスク管理規程において、リスク管理体制に関する基本事項を規定し、

リスクの適切な管理を実現する。リスク管理に関する重要事項の審議と方針決定はリスク
管理委員会が行い、委員長であるリスク管理担当役員は、リスク管理の観点から重要事項
を取締役会において報告する。

ロ. リスク管理担当役員は各種リスクに関するリスク管理方針の立案及び遂行を指示し、リス
ク状況の報告を受けて、その責任のもとにリスク管理体制を構築する。

ハ. 当社グループの各部門は、自部門の事業特性に応じた各種リスクを洗い出し、リスク管理
委員会からの指示を受けたリスク管理の枠組み、管理手法及び報告方法に則り、定期的及
び必要に応じて、遅滞なくリスク管理委員会にリスク状況の報告を行う。

ニ. 当社グループの各部門は、当社グループ内において事故、障害、損失等が発生した場合
に、発生した部門においてその解決にあたると同時に、当社の他の部門や他のグループ会
社へ被害が連鎖又は拡大しないよう対策を講じるため、事故等発生報告書を作成し、リス
ク管理担当役員に報告する。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ. 当社グループは、取締役会規程に基づき、取締役会を開催し、法令、定款、取締役会規程

で定められた事項を決定し、取締役の業務遂行の監督等を行うことにより、適正かつ効率
的な業務執行ができる体制を整備する。

ロ. 当社グループは、組織、指揮命令系統、及び業務分掌並びに決裁制度の運用を定めた組織
規程、業務分掌規程、職務権限規程、稟議規程等に基づき、職務執行上の責任体制を確立
することにより、業務の組織的かつ効率的な運営を図る。

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ. 当社グループは、子会社においても、取締役会規程、組織規程、業務分掌規程、職務権限

規程、稟議規程等に基づき、適正かつ効率的な業務執行ができる体制を整備する。
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ロ. 当社グループは、関係会社管理規程において、関係会社に対する全般的な管理方針、管理
組織について定め、関係会社に関する業務の円滑化及び管理の適正化を図り、関係会社を
指導・育成し、相互の利益を促進向上させる。

ハ. 関係会社管理規程に基づき、管理業務を担当する部署が関係会社の状況に応じて必要な管
理を行うとともに、当社の取締役が子会社の取締役を兼務したり、また当社の監査役が子
会社の監査役を兼務することにより、子会社の業務執行状況を監督、監査し、業務の適正
を確保する体制を構築する。

ニ. 当社グループは、当社グループの取締役が、職務執行に係る事項を当社に対して適時適切
に報告する体制を構築する。

ホ. 内部監査室は、当社グループの業務全般にわたる内部監査を実施することにより、当社グ
ループの業務の適正を確保する体制を構築する。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項、当該使用人の監査役以外の取締役からの独立性に関する事項及び監査役の当該使用人
に対する監査役の指示の実効性の確保に関する事項

イ. 監査役より職務を補助すべき使用人を置くことを求めることができ、当該使用人に対する
指揮命令権限は監査役に帰属し、取締役等の指揮命令は受けないものとし、取締役からの
独立性を確保する。

ロ. 監査役の職務を補助すべき使用人の人選、異動、処遇の決定、変更においては監査役との
事前協議を要し、同意を得ることとする。

⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制
イ. 監査役は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、取締役会等の重要

な会議に出席して、出席者に説明等を求めることができるとともに、必要に応じて随時、
取締役及び使用人に報告を求めることができる。

ロ. 当社グループの取締役・使用人等は、監査役に対して、法定事項のほか、当社の経営・業
績に影響を及ぼす重要な事項や内部監査の実施状況、その他監査役がその職務遂行上報告
を受ける必要があると判断した事項について、速やかに報告する体制を構築する。

ハ. 当社グループの取締役は、当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実があるこ
とを発見した時は、法令に従い、直ちに監査役に報告する。

ニ. 内部通報制度による通報状況及びその内容を遅滞なく監査役に報告する体制を整備し、監
査役の情報収集・交換が適切に行えるよう対応する。
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⑧ 監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確
保するための体制
　当社グループは、当社グループの取締役・使用人等が、監査役に報告を行ったことを理由と
する不利益な取扱いを禁止し、適正に対応する。

⑨ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の執行に
ついて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　当社グループは、監査役の職務の執行上必要と認められる費用について予算化し、その費用
の前払い又は償還等の請求があるときは、当該請求にかかる費用が当該監査役の職務の遂行に
必要でない合理的に認められる場合を除き、これを拒むことができないこととし、速やかに当
該費用又は債務を処理する。

⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ. 当社グループは、監査役が決定した監査基準及び監査実施計画を尊重し、円滑な監査の実
施及び監査環境の整備に協力する。

ロ. 監査役は取締役会等の重要な会議に出席し、又は重要な文書の閲覧を通じて、意思決定の
過程及び業務の執行状況を把握できる体制を確保する。

ハ. 当社グループは、監査役と代表取締役社長との連絡会を定期的に開催し、監査が実効的に
行われるための連携を保つよう努め、内部監査室長・会計監査人は、監査役と十分な連携
を図る。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社は、上記内部統制システムに関する基本方針に基づき、各業務の適正を確保するための取
り組みを以下のように行っております。
①職務執行の適正性及び効率性の向上
　当事業年度は定例を含め25回の取締役会を開催し、法令及び定款に定められた事項や経営に
関する重要事項の決定し、業務執行状況の報告及び監督を行いました。
②監査役の監査が実効的に行われることの確保
　当事業年度は13回の監査役会を開催し、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を行
うとともに、取締役会などの重要な会議へ出席し、代表取締役社長、会計監査人及び内部監査室
長との間で定期的に情報交換等を行うことで取締役の職務執行の監査、内部統制の整備並びに運
用状況を確認しております。
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③当社グループにおける業務の適正性の確保
　内部監査室長は、内部監査計画に基づき当社グループの内部監査を実施するとともに、管理業
務を担当する部署と連携し財務報告に係る体制の整備を行いました。
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( 2024年 １月 １日から
2024年12月31日まで )

株 主 資 本
新株予約権 純資産合計

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

当連結会計年度期首残高 540,269 531,349 43,432 △78 1,114,973 543 1,115,516

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

新 株 の 発 行 5,650 5,650 11,300 11,300

親会社株主に帰属する当期純損失 △29,779 △29,779 △29,779

自 己 株 式 の 取 得 － － －

株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 ) 197,920 197,920

当連結会計年度変動額合計 5,650 5,650 △29,779 － △18,479 197,920 179,440

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 545,919 536,999 13,652 △78 1,096,493 198,463 1,294,956

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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建物 ８年～18年
工具、器具及び備品 ４年～15年

連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 ５社
・主要な連結子会社の名称 株式会社Avenir

株式会社ヘルスケアＤＸ
株式会社明照会労働衛生コンサルタント事務所
株式会社タスクフォース
株式会社みらい産業医事務所

② 連結の範囲の変更
当連結会計年度から株式会社タスクフォースと株式会社みらい産業医事務所を連結の範囲に含めており

ます。これは、当連結会計年度に株式取得により100%子会社化したことによるものです。

(2) 持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券
・市場価格のない株式 移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．棚卸資産 主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切り下げの方法により算定）を採用しております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし建物及び建物附属設備については定額法に
よっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
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ロ. 無形固定資産（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
・のれん 20年で均等償却しております。
・顧客関連資産 18年以内の効果の及ぶ期間内での均等償却をおこなっております。

③ 繰延資産の処理方法
新株予約権発行費 支出時に全額費用処理しております。

④ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度
に負担すべき額を計上しております。

⑤ 収益及び費用の計上基準
　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及
び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
　なお、これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、支払条件により一年以内に取引対価を受領
しているため、重大な金融要素を含んでおりません。
イ.　メンタルヘルスソリューション事業

産業医クラウド及びELPISに関しては契約開始日から役務提供の履行義務を負い、契約期間にわたり収
益を認識しております。
セミナー、就業判定等の単発の業務に関しては、サービス提供日が属する月に収益を認識しておりま
す。
クリニック運営支援業務、ジム業務に関しては、サービス提供日が属する月に収益を認識しておりま
す。

ロ.　メディカルワークシフト事業
看護補助者及び医療事務人材サービスに関しては、サービス提供日が属する月に収益を認識しており
ます。

ハ.　メディカルキャリア支援事業
医療機関に対して医療関係者を紹介する履行義務を負い、常勤の場合は被転職者の入職日が属する月
に収益を認識しております。また、非常勤医師の場合は、入職日の属する月から毎月発生する給与に
応じて収益を認識しております。
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二.　デジタルマーケティング事業
WEB受託制作については、成果物を引き渡す履行義務を負い、成果物の検収日が属する月に収益を認
識しております。また、保守及びマーケティング支援サービスに関しては契約期間にわたり収益を認
識しております。

２. 会計上の見積りに関する注記
（繰延税金資産の回収可能性）

（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　　　繰延税金資産 38,653千円
（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法
将来の課税所得を合理的に見積り、繰延税金資産の回収可能性を判断したうえで、繰延税金

資産を計上しております。
② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

将来の課税所得に関する予測は、過去の実績や中期経営計画の売上見込み等を総合的に判断
して行っております。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
経営環境等の変化により、課税所得の見積りの変更が必要になった場合には、繰延税金資産

の計上額が変動し、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

（のれん及び顧客関連資産の評価）
（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　　　のれん 1,855,930千円
　　　顧客関連資産 　668,502千円
（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法
当社は、当連結会計年度において株式会社タスクフォース及び株式会社みらい産業医事務所

の株式を100%取得し子会社化いたしました。当社グループでは、企業結合で発生したのれん
及び顧客関連資産を支配獲得日（取得日）に資産として認識しています。のれんは、取得対価
の公正価値が、支配獲得日における識別可能資産及び負債の正味売却額を上回る場合にその超
過額として測定されます。顧客関連資産は、既存顧客との継続的な取引関係により生み出され
る収入等の超過収益の現在価値として算定しております。なお、取得対価は事業計画を前提と
した将来キャッシュ・フローに超過収益力を含めて決定しております。
当連結会計年度においては、のれん、顧客関連資産についていずれも減損の兆候は識別され

ておりません。
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普通株式 10,329,300株

普通株式 64株

普通株式 296,000株

② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
減損損失の判定は、事業計画を前提とした将来キャッシュ・フロー、過去の実績や中期経営

計画の売上見込み等を総合的に判断して行っております。
③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

経営環境等の変化により、将来キャッシュ・フローの見積もりの前提とした事業計画の変更
が必要になった場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

３. 連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 　　22,512千円

４. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

(3) 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等
　　　該当事項はありません。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
　　　該当事項はありません。

(4) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的
となる株式の種類及び数
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５. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で行い、投機的な取引は行わな
い方針であります。また、銀行等金融機関からの借入を行っておりますが、これは主として運転資金に
必要な資金の調達を目的としたものであります。

②金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。長期貸付金は取引先の信用リスク
に晒されております。
　営業債務である買掛金、未払金等は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

③金融商品に係るリスク管理体制
イ.　信用リスク（取引先の契約不履行等によるリスク）の管理

　営業債権及び長期貸付金に係る信用リスクについては、社内規程に従い、期日・残高管理を行ってお
り、定期的な信用状況を把握する体制としております。

ロ.　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社グループは、各部署からの報告に基づき、コーポレート本部が適時に資金繰り計画を作成・更新
し、流動性リスクを管理しております。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には、合理的に算定された
価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件
等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額 時 　 　 　 価 差 額
長 期 貸 付 金
（ １ 年 内 回 収 予 定 の

長 期 貸 付 金 を 含 む ）
34,918 36,351 △1,432

資 産 計 34,918 36,351 △1,432
長 期 借 入 金
（ １ 年 内 返 済 予 定 の

長 期 借 入 金 を 含 む ）
2,568,813 2,558,099 10,713

負 債 計 2,568,813 2,558,099 10,713

区　　　分 連結貸借対照表計上額（千円）
非上場株式 10,026

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2024年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであり
ます。なお、現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものについては注記を省略してお
ります。また、市場価格のない株式等は次表には含まれておりません。（注）

（単位：千円）

（注）市場価格のない株式等の連結貸借対照表に計上した金額は下記のとおりです。

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時
価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算
定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
　該当事項はありません。
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区 分
時 価

レ ベ ル １ レ ベ ル ２ レ ベ ル ３ 合 計
長 期 貸 付 金

（ １ 年 内 回 収 予 定 の
長 期 貸 付 金 を 含 む ）

－ 36,351 － 36,351

資 産 計 － 36,351 － 36,351
長 期 借 入 金

（ １ 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金 を 含 む ）

－ 2,558,099 － 2,558,099

負 債 計 － 2,558,099 － 2,558,099

顧客との契約から生じる収益
メンタルヘルスソリューション事業 2,566,944千円
メディカルワークシフト事業 2,406,227千円
メディカルキャリア支援事業 115,059千円
デジタルマーケティング事業 46,543千円
合計 5,134,775千円

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
長期貸付金
　長期貸付金の時価は、元利金の合計額と当該貸付と同様の貸付において想定される利率で割引現在価値
法により算定しており、レベル２に分類しております。
長期借入金
　長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、
割引現在価値法により算定しており、レベル２に分類しております。

６. 収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　収益を理解するための基礎となる情報は「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関す
る注記等（4）会計方針に関する事項 ⑤収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記
を省略しております。
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（単位：千円）
区　　分 当連結会計年度末残高

顧客との契約から生じた債権
　　売掛金 640,848
契約負債 11,683

(1) １株当たりの純資産額 106円15銭
(2) １株当たりの当期純損失 △２円92銭
(3)  潜在株式調整後１株当たり当期純利益 －

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高等

（注）契約負債は、顧客との契約に基づき、履行義務の充足前に受領した前受金であります。

７. １株当たり情報に関する注記

８. 企業結合に関する注記
（取得による企業結合）
１．当社は、2024年１月17日開催の取締役会において、株式会社タスクフォースの株式を100％取得

することにより子会社化することを決議し、2024年2月29日株式会社タスクフォースの株式を取得
し、完全子会社といたしました。

（１）企業結合の概要
①被取得企業の名称及びその事業内容

被取得企業の名称：株式会社タスクフォース
事業内容：看護補助者を中心とする医療機関向け人材サービス

②企業結合を行った主な理由
　株式会社タスクフォースと当社グループは事業モデルの類似性が高く、いずれも顧客の職場にお
ける「タスクシフティング」の推進を加速化するサービスを提供しております。当社グループがこ
れまで培ってきたオペレーショナルエクセレンス（法人営業に求められるソリューション営業力、
人材を集めるためのマーケティング・ブランディング力、顧客の継続的な成功をサポートするカス
タマーサクセス力など）を積極的に共有することで、更なる成長の加速化が可能であると判断いた
しました。

－ 14 －



③企業結合日
2024年２月29日（株式取得日）
2024年３月１日（企業結合日）

④企業結合の法的形式
現金を対価とする株式の取得

⑤結合後企業の名称
変更はありません。

⑥取得した議決権比率
100％

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠
現金を対価として株式を取得するためであります。

（２）連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間
2024年３月１日から2024年12月31日まで

（３）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内容
取得の対価（現金）　1,950,000千円
取得原価　　　　　　1,950,000千円

（４）主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリーに対する報酬・手数料等　　120,037千円

（５）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
①発生したのれんの金額　　　1,624,608千円

②発生原因
今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。

③償却方法及び償却期間　　　20年間にわたる均等償却
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流動資産 474,019千円
固定資産 74,941千円
資産合計 548,960千円
流動負債 358,328千円
固定負債 172,458千円
負債合計 530,786千円

売上高 481,245千円
営業利益 8,769千円
経常利益 7,459千円
税金等調整前当期純利益 7,278千円
親会社株主に帰属する当期純利益 9,780千円

（６）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

（７）のれん以外の無形固定資産に配分された金額及びその主要な種類別の内訳並びに全体及び主要
な種類別の加重平均償却期間

顧客関連資産　　　　　　　　700,348千円（償却年数18年）
繰延税金負債　　　　　　　　242,320千円

（８）企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益
計算書に及ぼす影響の概算額及び算定方法

（概算額の算定方法）
企業結合が連結会計年度開始の日に開始したと仮定し、連結会計年度の開始の日から企業結合日

までの取得企業の連結損益計算書における売上高及び損益情報を影響額の概算額としております。
また、のれん及び顧客関連資産が当期首に発生したものとして、その償却額を算定し、概算額に

含めております。
なお、当該注記は監査証明を受けておりません。
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２．当社は、2024年12月13日開催の取締役会において、株式会社みらい産業医事務所の株式を100％
取得することにより子会社化することを決議し、2024年12月18日に株式会社みらい産業医事務所
の株式を取得し、完全子会社といたしました。

（１）企業結合の概要
①被取得企業の名称及びその事業内容

被取得企業の名称：株式会社みらい産業医事務所
事業内容：産業医（嘱託）サービス事業等

②企業結合を行った主な理由
　株式会社みらい産業医事務所は、福岡県福岡市に本拠を置き、九州エリアを中心に嘱託産業医サ
ービスなどの事業を展開しております。同社が有する豊富な地域ネットワークを最大限に活用し、
地域密着型のサービスを提供することにより、九州エリアにおける当社グループの顧客基盤の拡大
を図り、更なる成長の加速化が可能であると判断いたしました。

③企業結合日
2024年12月18日（株式取得日）
2024年12月31日（みなし取得日）

④企業結合の法的形式
現金を対価とする株式の取得

⑤結合後企業の名称
変更はありません。

⑥取得した議決権比率
100％

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠
現金を対価として株式を取得するためであります。

（２）連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間
当連結会計年度末日をみなし取得日としているため、業績は含まれません。
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流動資産 11,213千円
固定資産 610千円
資産合計 11,823千円
流動負債 2,615千円
固定負債 －
負債合計 2,615千円

（３）被取得企業の取得原価及び対価の種類
取得の対価（現金）　140,000千円
取得原価　　　　　　140,000千円

（４）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
①発生したのれんの金額

130,792千円
なお、のれんの金額は、当連結会計年度末において取得原価の配分が完了していないため、暫定

的に算定された金額であります。

②発生原因
今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。

③償却方法及び償却期間
20年間にわたる均等償却

（５）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
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(2024年 １月 １日から
2024年12月31日まで)

株 主 資 本

新株予約権 純資産合計
資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰
余 金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 資本剰余金

合　　　計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合　　　計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 540,269 531,369 531,369 △100,954 △100,954 △78 970,605 543 971,148

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 5,650 5,650 5,650 11,300 11,300

当 期 純 損 失 △76,480 △76,480 △76,480 △76,480

自 己 株 式 の 取 得 － － －
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 197,920 197,920

当 期 変 動 額 合 計 5,650 5,650 5,650 △76,480 △76,480 － △65,180 197,920 132,739

当 期 末 残 高 545,919 537,019 537,019 △177,435 △177,435 △78 905,425 198,463 1,103,888

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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建物附属設備 ８年～15年
工具、器具及び備品 ４年～８年

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法

・子会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。
・その他有価証券
　　　市場価格のない株式 移動平均法による原価法を採用しております。

② 棚卸資産 主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく
簿価切り下げの方法により算定）を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、建物附属設備については定額法によ
っております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

(3) 繰延資産の処理方法
新株予約権発行費 支出時に全額費用処理しております。

(4) 引当金の計上基準
貸倒引当金 売上債権、貸付金等の債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(5) 収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を
充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、以下のとおりであります。
　なお、これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、支払条件により一年以内に取引対価を受領し
ているため、重大な金融要素を含んでおりません。
イ.　メンタルヘルスソリューション事業

産業医クラウド及びELPISに関しては契約開始日から役務提供の履行義務を負い、契約期間にわたり収益
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を認識しております。
セミナー、就業判定等の単発の業務に関しては、サービス提供日が属する月に収益を認識しておりま
す。

ロ.　 デジタルマーケティング事業
WEB受託制作については、成果物を引き渡す履行義務を負い、成果物の検収日が属する月に収益を認識
しております。また、保守及びマーケティング支援サービスに関しては契約期間にわたり収益を認識し
ております。

２. 会計上の見積りに関する注記
（繰延税金資産の回収可能性）

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額
　　　繰延税金資産                             34,714千円

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

将来の課税所得を合理的に見積り、繰延税金資産の回収可能性を判断したうえで、繰延税金
資産を計上しております。

② 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
将来の課税所得に関する予測は、過去の実績や中期経営計画の売上見込み等を総合的に判断

して行っております。
③ 翌事業年度の計算書類に与える影響

経営環境等の変化により、課税所得の見積りの変更が必要になった場合には、繰延税金資産
の計上額が変動し、当社の業績に影響を与える可能性があります。

（関係会社株式の評価）
(1)当事業年度の計算書類に計上した金額
　　　株式会社タスクフォース　　　2,220,037千円
　　　その他                                    522,595千円

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社は、市場価格のない関係会社株式については、発行会社の財政状態の悪化により純資産を基

礎とした実質価額が帳簿価額よりも著しく低下した場合には、将来の回復可能性を十分な証拠によ
って裏付けられる場合を除いて実質価額まで評価損を計上しますが、買収等により取得した関係会
社株式については、超過収益力等が認められる場合にはそれらを実質価額に反映させて判定してお
ります。
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① 短期金銭債権 167,099千円
② 長期金銭債権 40,002千円
③ 短期金銭債務 1,253千円

関係会社との取引高
営業取引による取引高

売上高 667,619千円
その他取引高 1,050千円

営業取引以外の取引高
受取利息 2,687千円

普通株式 64株

当該超過収益力等の金額の算出に用いた主要な仮定については、連結計算書類の「２　会計上の
見積りに関する注記（のれん及び顧客関連資産の評価）」に記載の仮定と同一であります。

なお、関係会社の業績悪化、事業計画や市場環境の変化等により見積りに変化が生じた場合に
は、翌事業年度以降の 計算書類において、関係会社株式の評価に影響を及ぼす可能性があります。

３. 貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額       6,616千円

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

４. 損益計算書に関する注記

５. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
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繰延税金資産
未払事業税 1,098千円
貸倒引当金 716千円
資産除去債務 1,335千円
税務上の繰越欠損金 32,200千円
ソフトウェア償却超過額 1,085千円

繰延税金資産小計 36,436千円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 －千円
将来減算一時差異等に係る評価性引当額 △1,722千円

評価性引当額合計 △1,722千円
繰延税金資産合計 34,714千円
繰延税金資産の純額 34,714千円

種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関 連 当 事 者 と の
関 係 取 引 内 容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

子 会 社 株式会社Avenir 直接 100.0％
所有
　

役務の提供、資
金の融通、役員
の兼任、経営の
管理、業務の委
託

役務の提供
(注1)及び
経営指導料
の受取(注2)

570,528 売 掛 金 113,216

利息の受取
(注3) 2,145 未 収 入 金 122

子 会 社 株 式 会 社
ヘルスケアDX 直接 100.0％

所有
　

役務の提供、資
金の融通、役員
の兼任、経営の
管理、業務の委
託

資金の貸付 70,000
短期貸付金 23,332

長期貸付金 40,002

利息の受取
(注3) 542 未 収 入 金 527

６. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

７. リースにより使用する固定資産に関する注記
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器等の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース
契約により使用しております。

８. 関連当事者との取引に関する注記

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１. 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し、交渉のうえ決定しております。
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(1) １株当たりの純資産額 87円66銭
(2) １株当たりの当期純損失 △７円51銭
(3) 潜在株式調整後１株当たりの当期純利益 －

２. 当社の管理部門にかかる経費のうち両社で負担すべきと判断した経費について、一定の負担割合に基
づいて決定しております。

３．債権債務に係る利息は、市場金利を勘案して決定しております。

９. 収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報については、「連結注記表６．収益認識に関
する注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

10. １株当たり情報に関する注記

11. 企業結合に関する注記
（取得による企業結合）
　連結計算書類「連結注記表　８．企業結合に関する注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略し
ております。
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